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1 R4.9.28 R4.10.6
御庁に提出された、令和４年度中（なければ令和３年度中）の、都内のいずれか
の中学校１校におけるいわゆる「いじめアンケート」の原本（生徒が直接書き込
んだもの）のうち、自由記載欄・備考欄等に書き込みのあるもの

1 当該公文書は取得していないため
教育庁指導部管
理課

2 R4.8.11 R4.10.7
民間資格・検定試験を活用した東京都中学校英語スピーキングテスト（仮称）事
業分担金要項の改正について（２教指企第１６９８号）

1 1
教育庁指導部管
理課

3 R4.8.11 R4.10.7
民間資格・検定試験を活用した東京都中学校英語スピーキングテスト（仮称）事
業分担金要項の制定について（３１教指企第７６０号）

1 1 1
業者の印影は、公にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすおそ
れがあるため

教育庁指導部管
理課

4 R4.9.25 R4.10.11 東京都立高校入試に於いて学力検査特別選考枠が廃止された経緯を示す文書 1
請求に係る公文書は保存年限経過により廃棄済みであり、存在しない
ため

教育庁都立学校
教育部高等学校
教育課

5 R4.10.6 R4.10.11

令和４年３月２４日付けの中学校等別評定割合（個表）－都内公立中学校第３学
年及び義務教育学校第９学年の令和３年１２月３１日現在の評定（調査書記載の
評定）状況ー調査対象５２２校（中等教育学校、義務教育学校を含む。）のうち
調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５７５校

14 1
教育庁都立学校
教育部高等学校
教育課

6 R4.10.5 R4.10.17 令和３年度「中学校英語スピーキングテスト」最終報告書 1 1 1 1

【採点に関する内容】
・試験問題の採点に係る情報が公にされることにより、今後の試験運
営において適正性及び正当な秘匿性を確保することが極めて困難にな
る。
・本試験はスピーキングに関するテストを既に実施している事業者の
ノウハウを活用しながら運営していくものであるため、これらの情報
を公にすることは、特定の事業者の持つ試験の運営ノウハウの漏洩に
繋がり、当該事業者の競争上又は事業運営上の地位が損なわれること
となるばかりでなく、徒に白日の下に晒されることになれば本試験の
存在そのものを揺るがす事態になりかねない重大な危険性を孕んでい
るため
【資材の搬送及び回収に関する情報・成果・課題・今後の方針】
・試験運営の根幹に係る事項であるため、当該箇所を開示すると、当
該事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。
【事故対応のトラブル内容の一部】
・当該箇所は回答内容から会場名が特定し得る内容となっており、開
示すると今後スピーキングテスト事業の改善検討に当たり関係者から
の協力を得ることが困難となり、同事業の改善点・課題などを把握す
ることが困難となる。その結果、当該事業の適正な遂行に支障を及ぼ
すおそれがある。

教育庁指導部管
理課

7 R4.10.7 R4.10.17
主幹教諭に「基準」の原則外の校務を担当させようとする場合等の協議手続につ
いて

1 1
東京都東部学校
経営支援セン
ター

8 R4.10.7 R4.10.20 令和4年度採用東京都公立学校時間講師採用後者選考（定例選考）実施要項 1 1
教育庁人事部職
員課

9 R4.10.7 R4.10.20
「令和３年１１月校長会（支援センター別連絡会）次第」における「時間講師等
の業績評価及び定例選考について」に係る行政評価及び選考の合否決定方法に関
する文書一式

1 当該文書は作成されておらず不存在なため
教育庁人事部職
員課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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10 R4.10.13 R4.10.27 令和３年度「中学校英語スピーキングテスト」最終報告書 1 1 1 1

【採点に関する内容】
・試験問題の採点に係る情報が公にされることにより、今後の試験運
営において適正性及び正当な秘匿性を確保することが極めて困難にな
る。
・本試験はスピーキングに関するテストを既に実施している事業者の
ノウハウを活用しながら運営していくものであるため、これらの情報
を公にすることは、特定の事業者の持つ試験の運営ノウハウの漏洩に
繋がり、当該事業者の競争上又は事業運営上の地位が損なわれること
となるばかりでなく、徒に白日の下に晒されることになれば本試験の
存在そのものを揺るがす事態になりかねない重大な危険性を孕んでい
るため
【資材の搬送及び回収に関する情報・成果・課題・今後の方針】
・試験運営の根幹に係る事項であるため、当該箇所を開示すると、当
該事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。
【事故対応のトラブル内容の一部】
・当該箇所は回答内容から会場名が特定し得る内容となっており、開
示すると今後スピーキングテスト事業の改善検討に当たり関係者から
の協力を得ることが困難となり、同事業の改善点・課題などを把握す
ることが困難となる。その結果、当該事業の適正な遂行に支障を及ぼ
すおそれがある。

教育庁指導部管
理課

11 R4.9.20 R4.10.27 令和３年度・令和４年度入学者選抜（推薦・一般）中学校別合格者数 7 1
都立町田高等学
校

12 R4.9.20 R4.10.27
・令和３年度学校要覧抜粋（生徒の状況）
・令和４年度学校要覧抜粋（生徒の状況）

2 1
都立武蔵野北高
等学校

13 R4.9.20 R4.10.27 出身中学校（令和４年度学校要覧抜粋） 1 1
都立小金井北高
等学校

14 R4.9.20 R4.10.27 出身中学校別入学生徒数（入学時）（旧８学区の出身中学校別入学生徒数） 2 1
都立日野台高等
学校

15 R4.9.20 R4.10.27
・令和３年度入学者選抜（推薦・一般）中学校別合格者数
・令和４年度入学者選抜（推薦・一般）中学校別合格者数

7 1
都立駒場高等学
校

16 R4.9.20 R4.10.27
令和３年度入学者中学校別生徒数
令和４年度入学者中学校別生徒数

6 1
都立小山台高等
学校

17 R4.9.20 R4.10.27 令和４年度学校要覧　７生徒の状況（１）出身中学校 6 1
都立竹早高等学
校

18 R4.9.20 R4.10.27 出身中学校一覧 7 1
都立三田高等学
校

19 R4.9.20 R4.10.27
・令和３年度出身中学校別生徒数
・令和４年度出身中学校別生徒数

10 1
都立小松川高等
学校

20 R4.9.20 R4.10.27
・２０２１年度学校要覧中学校別合格者数
・２０２２年度学校要覧中学校別合格者数

4 1
都立北園高等学
校

21 R4.9.20 R4.10.27 合格者出身中学校別内訳（過去２年分） 1 本校では、当該文書を作成しておらず、存在しないため
都立新宿高等学
校

22 R4.9.20 R4.10.27 合格者出身中学校別内訳（過去２年分） 1 本校では、当該文書を作成しておらず、存在しないため
都立国分寺高等
学校

23 R4.9.20 R4.10.27 合格者出身中学校別内訳（過去２年分） 1 本校では、当該文書を作成しておらず、存在しないため
都立国際高等学
校
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24 R4.10.25 R4.10.28 【都立学校】時間外在校等時間45時間超の教育職員の状況（職層別） 1 1
教育庁人事部勤
労課

25 R4.10.18 R4.10.28
・埋蔵文化財調査における都の対応について（通知）
・埋蔵文化財調査における都の対応の変更について

2 2
教育庁地域教育
支援部管理課

26 R4.10.21 R4.10.28

・令和４年３月２４日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和３年１２月３１日現
在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２２校（中等教育学校、義務
教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５７５校
・令和３年３月２５日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和２年１２月３１日現
在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２３校（中等教育学校、義務
教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５７８校

28 1
教育庁都立学校
教育部高等学校
教育課

27 R4.10.26 R4.10.28

・令和４年３月２４日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和３年１２月３１日現
在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２２校（中等教育学校、義務
教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５７５校
・令和３年３月２５日付けの中学校等別評定割合（個表）
－都内公立中学校第３学年及び義務教育学校第９学年の令和２年１２月３１日現
在の評定（調査書記載の評定）状況－　調査対象６２３校（中等教育学校、義務
教育学校を含む。）のうち調査対象人員が４０人以下の学校等を除いた５７８校

4 1
教育庁都立学校
教育部高等学校
教育課


